
附 属 明 細 書
１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物付属設備 4¶620¶000 17¶988¶860 0 22¶608¶860 1¶386¶617 1¶335¶284 ` ` ` 21¶222¶243

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 器 具 備 品 11¶956¶875 0 0 11¶956¶875 6¶883¶209 1¶506¶541 ` ` ` 5¶073¶666

計 16¶576¶875 17¶988¶860 0 34¶565¶735 8¶269¶826 2¶841¶825 ` ` ` 26¶295¶909

〔その他情報〕
１．重要な債務負担行為

（単位：円）

件 名 契 約 額 翌事業年度以降
支払予定額

平成21年度特許流通アドバイザー派遣事業 1¶549¶265¶998 1¶522¶391¶898

平成21年度特許情報活用支援アドバイザー派遣事業 588¶723¶502 583¶860¶000

特許電子図書館における産業財産権情報の提供サービス 4¶421¶311¶242 3¶717¶541¶152

工業所有権情報提供のための整理標準化データ等の作成 755¶577¶517 755¶577¶517

２．重要な後発事象
該当事項はありません。
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情報システム関連業務費 1¶270¶091¶706

人材育成業務費 618¶629¶353

一般管理費 270¶699¶430 11¶658¶424¶992
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（控除）
複写手数料収入 � 12¶203¶520

研修受講料収入 � 71¶011¶000

雑収入 � 13¶086� 83¶227¶606

G G G G G G G G G G G G G G G G

Ó 損益外減価償却相当額 `

Ô 損益外減損損失相当額 `

Õ 引当外賞与見積額 � 3¶676¶720

Ö 引当外退職給付増加見積額 � 122¶805¶498

× 機会費用
国有財産無償使用の機会費用 186¶646¶890

政府出資等の機会費用 13¶676

G G G G G G G G

186¶660¶566

G G G G G G G G

Ø 行政サービス実施コスト 11¶635¶375¶734
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注記）
１．国有財産の無償使用の機会費用の計算方法
国有財産使用料相当額を機会費用として計上しております。

２．政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
国債利回り等を参考に1•340％で計算しております。

〔重要な会計方針〕
１．運営費交付金収益の計上基準
業務のための支出額を限度とする費用進行基準を採用しております。
理由は、中期計画及びこれを具体化する年度計画等において対応関係が不明確であるため、業務
達成基準及び期間進行基準を採用することが困難であることから、費用進行基準を採用する必要が
あるためです。
２．減価償却の会計処理方法
定額法を採用しております。
耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）によっ
ております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）となってお
ります。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に基づき計
算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
なお、退職一時金の見積額については、期末における役職員が自己都合で退職した場合に必要と
する退職金要支給額の総額を採用しております。
４．引当外賞与見積額の計上基準
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上してお
りません。
行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、会計基準第17に基づき計算された
賞与に係る引当金の当期増加額を計上しております。
５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国有財産無償使用の機会費用の計算方法
国有財産使用料相当額を機会費用として計上しております。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
国債利回り等を参考に1•340％で計算しております。

６．消費税等の会計処理
税込方式によっております。

˜
—
›


		2009-08-12T14:54:39+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




